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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第16期中 第17期中 第18期中 第16期 第17期

会計期間

自　平成22年
　　７月１日
至　平成22年
　　12月31日

自　平成23年
　　７月１日
至　平成23年
　　12月31日

自　平成24年
　　７月１日
至　平成24年
　　12月31日

自　平成22年
　　７月１日
至　平成23年
　　６月30日

自　平成23年
　　７月１日
至　平成24年
　　６月30日

売上高 (千円) － － 3,958,2207,063,8507,018,472

経常利益 (千円) － － 728,7531,597,9031,266,892

中間(当期)純利益 (千円) － － 631,9971,413,7991,149,923

中間包括利益又は
包括利益

(千円) － － 1,250,6511,285,2341,145,382

純資産額 (千円) － － 6,771,9844,605,9435,521,361

総資産額 (千円) － － 8,700,2276,083,8116,844,325

１株当たり純資産額 (円) － － 5,340.583,627.444,340.27

１株当たり中間
(当期)純利益金額

(円) － － 504.94 1,135.96 919.68

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益金額

(円) － － － 1,090.90 907.61

自己資本比率 (％) － － 76.83 74.39 79.37

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － － 1,371,260125,217 34,159

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － － △32,729 123,534△42,462

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － － 75,792 13,161△240,242

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(千円) － － 4,134,1042,621,8592,356,940

従業員数 (名) － － 553 561 559

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第18期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、新株予約権の残高がありますが、当社株式は平成

24年７月20日に上場廃止になっており、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

３　第16期中及び第17期中においては、四半期報告書を提出しており中間連結財務諸表を作成していないため当該期の経

営指標等については記載しておりません。

４　第16期の会計処理において、第15期の北京誠信能環科技有限公司の子会社化における会計処理を訂正する必要が生じ

たため、当該連結財務諸表を訂正しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第16期中 第17期中 第18期中 第16期 第17期

会計期間

自　平成22年
　　７月１日
至　平成22年
　　12月31日

自　平成23年
　　７月１日
至　平成23年
　　12月31日

自　平成24年
　　７月１日
至　平成24年
　　12月31日

自　平成22年
　　７月１日
至　平成23年
　　６月30日

自　平成23年
　　７月１日
至　平成24年
　　６月30日

売上高 (千円) － － 47,724 188,420 191,862

経常利益
又は経常損失(△)

(千円) － － △34,826 53,107 △76,916

中間(当期)純利益
又は中間純損失(△)

(千円) － － △28,105 365,695 174,536

資本金 (千円) － － 2,583,5142,578,3882,583,514

発行済株式総数 (株) － － 1,251,6401,247,6501,251,640

純資産額 (千円) － － 3,402,7003,486,8893,431,470

総資産額 (千円) － － 3,421,9623,503,9223,459,039

１株当たり純資産額 (円) － － 2,653.362,736.262,675.81

１株当たり中間
(当期)純利益金額又は
中間純損失金額(△)

(円) － － △22.45 293.83 139.59

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益金額

(円) － － － 282.17 137.76

１株当たり配当額 (円) － － － － －

自己資本比率 (％) － － 97.05 97.43 96.82

従業員数 (名) － － 3 6 7

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第18期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、新株予約権の残高がありますが、当社株式は平成

24年７月20日に上場廃止になっており、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

３　第16期中及び第17期中においては、四半期報告書を提出しており中間財務諸表を作成していないため当該期の経営指

標等については記載しておりません。

４　第16期の会計処理において、第15期の北京誠信能環科技有限公司の子会社化における会計処理を訂正する必要が生じ

たため、当該財務諸表を訂正しております。
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２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に関する事項のうち、前

事業年度の有価証券報告書に記載した事業内容について重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はあ

りません。

なお、前事業年度の有価証券報告書に記載したとおり、画像自動編集・配信ソフト販売事業を行う日本の事業部門を、平成24

年10月１日付にて事業譲渡しており、当中間連結会計期間末においては、当社グループの事業内容から除外されております。

 

３ 【関係会社の状況】

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

 平成24年12月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

北米 94

欧州 11

中国 445

全社（共通） 3

合計 553

(注) １　従業員数は、就業人員であります。

２　全社（共通）として記載されている従業員数は、本社ヘッド・クオーター部門に所属するものであります。

 

(2) 提出会社の状況

 平成24年12月31日現在

従業員数(名) 3

(注) １　従業員数は、就業人員であります。

２　従業員数が前事業年度末に比べ４名減少した主な要因は、平成24年10月１日付で画像自動編集・配信ソフト販売事業

を事業譲渡したこと等によるものです。　

 

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

当社は、前年同期においては四半期報告書を提出しており、前中間連結会計期間の中間連結財務諸表は作成しておりません。

従って、前年同期との対比は行っておりません。

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響による企業の生産活動や個人消費の急激な落ち込みから

は復興需要を背景に緩やかに回復しつつあり、当中間連結会計期間の終盤からは急速に円安基調へと転じております。しか

し、米国の「財政の崖」とも呼ばれる大規模な財政緊縮措置問題や欧州政府債務危機の影響による金融資本市場の変動、海

外経済の下振れによるリスクなど、依然として世界経済は減速傾向、不透明な状況にあります。

このような経営環境の中、当社グループは２大プロフィットセンターである米国子会社と中国子会社が中心となって、当

中間連結会計期間においても業績を積み重ねてまいりました。

北米および欧州においては、100％連結子会社であるセラーテム・インクを中心に、フォント管理、デジタル資産管理、地理

情報システムといったITソフトウェア関連事業を展開しております。当中間連結会計期間においては、ハリケーンが北米東

部を直撃したことや年末にかけて「財政の崖」問題に対する警戒感が強まったことから、北米市場や北米政府機関を中核市

場としているデジタル資産管理、地理情報システムの売上が急激に減少したことの影響により、業績はやや停滞傾向にあり

ます。

中国においては、100％連結子会社である北京誠信能環科技有限公司を中心に、省エネ環境関連事業およびITソフトウェア

関連事業を展開しております。当中間連結会計期間の初めには、前連結会計年度中から続く刑事事件報道の影響により受注

済みプロジェクトの納品及び検収の遅延があったものの、当中間連結会計期間末に向けて、この刑事事件報道の影響に伴う

事業停滞が緩和されたことから、受注済みプロジェクトの納品及び検収が順調に完了したことにより、業績は回復傾向にあ

ります。

日本においては、前事業年度の有価証券報告書に記載したとおり、日本事業部門を平成24年10月1日付にて、事業譲渡して

おります。なお、当中間連結会計期間末においては、画像自動編集・配信ソフト販売事業は当社グループの事業内容から除外

されております。

以上の結果、売上高が3,958百万円、営業利益が672百万円、経常利益が728百万円および中間純利益が631百万円となりまし

た。

なお、セグメントの業績は次のとおりであります。

１　日本

日本は、日本市場に向けてECサイト向け画像自動編集・配信ソフトの販売活動を行っておりました。

当中間連結会計期間において売上高は13百万円となりました。営業利益は１百万円となりました。

２　北米

100％連結子会社である米国セラーテム・インクが、オレゴン州ポートランドを拠点とするExtensis部門とワシントン州

シアトルを拠点とするLizardTech部門を有し、全世界30以上の国と地域にソフトウェアの販売を行っております。当中間連

結会計期間において売上高は809百万円となりました。営業利益は149百万円となりました。

３　欧州

100％連結子会社であるセラーテム・ヨーロッパがイギリスのノースハンプトンを拠点として、フランス、ドイツ他欧州市

場全体にフォント管理分野を中心に、米国セラーテム・インク製品の販売促進活動を行っております。

当中間連結会計期間において売上高はセグメント間の内部売上高を含めて53百万円となりました。営業損失は５百万円と

なりました。

４　中国

100％連結子会社である北京誠信能環科技有限公司、科信能環(北京)技術発展有限公司などが中国北京市を拠点として、中

国市場に省エネ環境関連事業およびITソフトウェア関連事業を展開しております。

当中間連結会計期間において売上高は3,135百万円となりました。営業利益は595百万円となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び預金同等物は、4,134百万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は、1,371百万円となりました。主な要因は、税金等調整前中間純利益739百万円、棚卸資産の

減少726百万円等であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、32百万円となりました。主な要因は、有形固定資産の取得による支出24百万円等でありま

す。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果獲得した資金は、75百万円となりました。主な要因は、短期借入金の純増額75百万円等であります。

 

２ 【生産、受注及び販売の状況】

当中間連結会計期間において、当社グループは「日本」「北米」「欧州」及び「中国」という４つの地域を基礎とした報告

セグメントを有し、取締役会における重要な意思決定を行っております。

当社グループは、ITソフトウェア関連、省エネ環境関連の製品・サービスを提供しております。これらの生産・販売品目は多

種多様であり、同種の製品であっても、その内容は必ずしも一様ではなく、また受注生産形態をとらない製品も多いため、製品

・サービスのセグメントごとに生産規模、受注規模、販売規模を金額あるいは数量で示すことはしておりません。

このため生産、受注及び販売の状況については、「１ 業績等の概要」におけるセグメントの業績に関連付けて示しておりま

す。

 

３ 【対処すべき課題】

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

 

４ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスク

についての重要な変更はありません。

 

５ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、新たに決定又は締結した経営上の重要な契約等はありません。

 

６ 【研究開発活動】

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、164百万円であります。

北米セグメントにおいて、フォント管理、デジタル資産管理、地理情報システムといったITソフトウェア関連事業について、

コア技術及びソフトウェアアプリケーションに関連する開発活動を進めています。当セグメントに係る研究開発費は、154百万

円であります。

また、中国セグメントである北京誠信および科信能環において、ITソフトウェアを基礎とした省エネ環境関連事業への研究

開発活動に取り組んでおります。当セグメントに係る研究開発費は、９百万円であります。

今後は、米国と中国の子会社間において、より緊密なコミュニケーションなど、同一グループ企業でなければ実現不可能なコ

ラボレーションの実現により、研究開発活動の活性化を図ります。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態の分析

当中間連結会計期間末において、流動資産は前連結会計年度末に比べて、28.2％増加し、8,133百万円となりました。これは現

金及び預金が1,777百万円、受取手形及び売掛金が668百万円増加したことなどによります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて、12.9％増加し、566百万円となりました。これは無形固定資産が16百万円、繰延税金

資産が９百万円増加したことなどによります。 この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて、27.1％増加し、8,700百万円と

なりました。

流動負債は、前連結会計年度末に比べて、45.9％増加し、1,900百万円となりました。これは前受金が229百万円、未払金及び未

払費用が115百万円増加したことなどによります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて、38.3％増加し、28百万円となりました。これは長期未払金が７百万円増加したこと

などによります。

純資産は、前連結会計年度末に比べて、22.7％増加し、6,771百万円となりました。これは、中間純利益を631百万円計上したこ

となどによります。

 

(2) 経営成績の分析

「第一部 企業情報 第２ 事業の状況 １．業績等の概要 (1)業績」に記載の通りであります。

当中間連結会計期間においては、当中間連結会計期間の終盤から急激な円安基調へと変動しておりますが、海外売上高が

99％を占める当社グループにとっては引き続き為替変動によるリスクに日々さらされる厳しい経営環境となっております。

売上高については、米国子会社においてデジタル資産管理製品及び地理情報システム製品の売上が鈍ったことの影響によ

り、業績はやや停滞傾向にありますが、中国子会社の省エネ環境関連事業において、刑事事件報道の影響に伴う検収遅延などの

事業停滞が緩和したことから、前連結会計年度以前に受注し検収が遅延していたプロジェクトなど30以上の中小規模プロジェ

クトの検収が完了しました。また、前連結会計年度において受注した大規模プロジェクトにおいても、当中間連結会計期間末ま

でに、プロジェクトの進捗に応じた部分について検収が完了したことなどにより、当社グループ全体においては営業黒字を維

持しております。

コストについても徹底した管理を継続するなど効率的な運営を行っておりますが、中国事業においては物価上昇などによる

原価コストが増加しております。

また、経常利益、中間純利益においては、係属中の刑事裁判に対する損失に備えるため訴訟損失引当金を計上したことや中国

での法人税の負担が増加したものの、当中間連結会計期間の終盤から継続する円安による為替差益や日本事業部門の譲渡によ

る事業譲渡益を計上したことなどから、当中間連結会計期間においても堅調に業績を積み重ねております。

以上の結果、売上高が3,958百万円、営業利益が672百万円、経常利益が728百万円および中間純利益が631百万円となりまし

た。

当中間連結会計期間の終盤から急速に円安基調へと転じておりますが、当社の主力市場である米国においては「財政の崖」

問題は依然として解決しておらず、また中国においては物価上昇による原価コスト増加が予想されるなど、当社にとっては今

後も厳しい経営環境が続くことが予想されますが、当社グループは、米国子会社と中国子会社の２大プロフィットセンターに

よる継続した営業黒字を堅持し、中長期的な発展へとつながる堅実な成長を目指してまいります。具体的には、欧米市場におい

て、フォント管理ソフトウェアを中心とした既存製品で安定した収益を維持し、ウェブフォントサービス等新規事業を業績に

貢献するビジネスへと成長させることを目指してまいります。また、中国市場においては、政府系プロジェクトの受注実績をも

とに、今後も安定した受注を維持するとともに、着実な納品及び検収を促進し、スマートグリッド等新規事業を業績に貢献する

ビジネスへと成長させることを目指してまいります。

なお、文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間末において当社グループが判断したものであります。

 

(3) キャッシュ・フローの分析

「第一部 企業情報 第２ 事業の状況 １．業績等の概要 (2)キャッシュ・フローの状況」に記載の通りであります。

 

 

第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。
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２ 【設備の新設、除却等の計画】

前連結会計年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等の計画はありません。また、当中間連結会計期間

において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。

 

 

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 4,965,000

計 4,965,000

 

② 【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成24年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成25年２月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,251,640 1,251,640 非上場
当社は単元株制度を
採用しておりません。

計 1,251,640 1,251,640 ― ―
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(2)【新株予約権等の状況】

会社法の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成21年９月17日取締役会決議（第４回ストックオプション①）

 
中間会計期間末現在
(平成24年12月31日)

提出日の前月末現在
(平成25年１月31日)

新株予約権の数(個) 678 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 3,390 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,732 同左

新株予約権の行使期間
自 平成22年８月15日
至 平成27年８月14日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　 2,513
資本組入額 1,257

同左

新株予約権の行使の条件

(1)新株予約権の割当を受け
た者は、権利行使時におい
ても、原則として当社また
は当社の連結子会社の従
業員の地位にあることを
要する。

(2)その他の行使の条件は、取
締役会決議に基づき、当社
と新株予約権の割当を受
けた者との間で締結する
契約に定めるところによ
る。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

相続または取締役会が別途定
める場合を除き、新株予約権
の譲渡は認められない。質入
その他担保の提供も認めな
い。

同左

代用払込みに関する事項 ― 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

当社取締役会決議において定
めるところによる。

同左
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平成21年９月17日取締役会決議（第４回ストックオプション②）

 
中間会計期間末現在
(平成24年12月31日)

提出日の前月末現在
(平成25年１月31日)

新株予約権の数(個) 3,628 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 18,140 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,732 同左

新株予約権の行使期間
自 平成23年８月15日
至 平成27年８月14日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　 2,573
資本組入額 1,287

同左

新株予約権の行使の条件

(1)新株予約権の割当を受け
た者は、権利行使時におい
ても、原則として当社また
は当社の連結子会社の従
業員の地位にあることを
要する。

(2)その他の行使の条件は、取
締役会決議に基づき、当社
と新株予約権の割当を受
けた者との間で締結する
契約に定めるところによ
る。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

相続または取締役会が別途定
める場合を除き、新株予約権
の譲渡は認められない。質入
その他担保の提供も認めな
い。

同左

代用払込みに関する事項 ― 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

当社取締役会決議において定
めるところによる。

同左
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平成21年12月22日取締役会決議（中国子会社従業員向けストック・オプション①）

 
中間会計期間末現在
(平成24年12月31日)

提出日の前月末現在
(平成25年１月31日)

新株予約権の数(個) 3,000 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 15,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 8,140 同左

新株予約権の行使期間
自 平成23年２月15日
至 平成26年２月14日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　 9,354
資本組入額 4,677

同左

新株予約権の行使の条件

(1)新株予約権の割当を受け
た者は、権利行使時におい
ても、原則として当社また
は当社の連結子会社の従
業員の地位にあることを
要する。

(2)その他の行使の条件は、取
締役会決議に基づき、当社
と新株予約権の割当を受
けた者との間で締結する
契約に定めるところによ
る。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

相続または取締役会が別途定
める場合を除き、新株予約権
の譲渡は認められない。質入
その他担保の提供も認めな
い。

同左

代用払込みに関する事項 ― 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

当社取締役会決議において定
めるところによる。

同左
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平成21年12月22日取締役会決議（中国子会社従業員向けストック・オプション②）

 
中間会計期間末現在
(平成24年12月31日)

提出日の前月末現在
(平成25年１月31日)

新株予約権の数(個) 6,000 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 30,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 8,140 同左

新株予約権の行使期間
自 平成24年２月15日
至 平成27年２月14日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　 9,658
資本組入額 4,829

同左

新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当を受け
た者は、権利行使時におい
ても、原則として当社また
は当社の連結子会社の従
業員の地位にあることを
要する。

(2) その他の行使の条件は、
取締役会決議に基づき、当
社と新株予約権の割当を
受けた者との間で締結す
る契約に定めるところに
よる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

相続または取締役会が別途定
める場合を除き、新株予約権
の譲渡は認められない。質入
その他担保の提供も認めな
い。

同左

代用払込みに関する事項 ― 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

当社取締役会決議において定
めるところによる。

同左

（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整する。ただし、かか

る調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行わ

れ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（又は併合）の比率

２．本件新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、新株予約権の行使時の払込金額は、次の算式によ

り払込金額を調整し、調整による１円未満の端数を切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割（又は併合）の比率

また、新株予約権発行後時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額

を調整し、調整により生ずる1円未満の端数を切り上げる。

     

既発行株式数

 

＋

新規発行(又は処分)

株式数
×

１株当たりの

払込価格

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行（又は処分）前の時価

既発行株式数 ＋ 新規発行（又は処分）株式数

上記のほか払込金額の調整を必要とするやむをえない事由が生じたときは合理的な範囲で払込金額を調整する。

３．当社は平成23年１月１日付で１株を５株に株式分割いたしました。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新

株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額は、株式

分割を勘案した数値になっております。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年７月１日～
平成24年12月31日

－ 1,251,640 － 2,583,514 － 14,176

 

(6) 【大株主の状況】

  平成24年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

True Honour Group Limited
（常任代理人 ㈱三井住友銀行）

PORTCULLIS TRUSTNET CHAMBERS, ROAD
TOWN,TORTOLA, BRITISH VIRGIN ISLANDS
（東京都千代田区大手町1-2-3）

558,700 44.63

池田　修 東京都荒川区 71,400 5.70

NEW LIGHT GROUP LIMITED
2ND FLOOR, ABBOTT BUILDING ROAD TOWN,
TORTOLA, BRITISH VIRGIN ISLANDS

56,710 4.53

宮永　浩明 東京都品川区 42,400 3.38

永井　詳二 千葉県我孫子市 38,000 3.03

藤本　秀一 東京都渋谷区 36,800 2.94

西村　竜 兵庫県芦屋市 30,000 2.39

細羽　強 岡山市井原市 22,222 1.77

秋元　利規 東京都小平市 20,000 1.59

WEALTH CHIME INDUSTRIAL LIMITED
P.O.BOX3444, ROAD TOWN,TORTOLA,BRITISH
VIRGIN ISLANDS

16,710 1.33

計 ― 892,942 71.34
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成24年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,251,640 1,251,640
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 1,251,640 ― ―

総株主の議決権 ― 1,251,640 ―

 

② 【自己株式等】

    平成24年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

 

２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

普通株式

月別 平成24年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高 (円) 460 ― ― ― ― ―

最低 (円) 270 ― ― ― ― ―

（注）１．最高・最低株価は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

２．平成24年７月20日に上場廃止となっておりますので、最終取引日である平成24年７月19日までの株価について記載し

ております。

 

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第24号)に

基づいて作成しております。

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号)に基づい

て作成しております。

(3) 当社は、前年同期においては四半期報告書を提出しており、前中間連結会計期間（平成23年７月１日から平成23年12月31

日まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成23年７月１日から平成23年12月31日まで）の中間財務諸表は作成

しておりません。従って、前中間連結会計期間及び前中間会計期間との対比は行っておりません。

なお、参考として、前第２四半期連結会計期間末（平成23年12月31日現在）の四半期連結貸借対照表並びに前第２四半期

連結累計期間（平成23年７月１日から平成23年12月31日まで）の四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書を「１ 中間連結財務諸表等」の「(2) その他」に記載しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(平成24年７月１日から平成24年12月31日ま

で)及び中間会計期間(平成24年７月１日から平成24年12月31日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、清翔監

査法人により中間監査を受けております。

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

第17期連結会計年度の連結財務諸表及び第17期事業年度の財務諸表 パシフィック監査法人

第18期中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び第18期中間会計期間の中間財務諸表 清翔監査法人

 

EDINET提出書類

株式会社セラーテムテクノロジー(E05250)

半期報告書

15/52



１【中間連結財務諸表等】
(1)【中間連結財務諸表】
①【中間連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年６月30日)

当中間連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,356,940 4,134,104

受取手形及び売掛金 2,051,824 2,720,494

たな卸資産 ※1
 1,371,586

※1
 735,710

前渡金 425,680 415,154

前払費用 31,781 27,983

その他 132,671 ※2
 131,679

貸倒引当金 △27,581 △31,256

流動資産合計 6,342,903 8,133,872

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 152,300 169,418

減価償却累計額 △61,536 △78,690

建物及び構築物（純額） 90,764 90,727

工具、器具及び備品 448,819 506,340

減価償却累計額 △319,144 △368,168

工具、器具及び備品（純額） 129,674 138,172

有形固定資産合計 220,439 228,900

無形固定資産

特許権 16,238 22,399

ソフトウエア 58,592 68,991

その他 506 506

無形固定資産合計 75,337 91,897

投資その他の資産

投資有価証券 1,826 21,993

長期貸付金 94,038 101,974

長期前払費用 998 554

差入保証金 90,283 99,924

供託金 9,433 10,530

繰延税金資産 103,103 112,554

貸倒引当金 △94,038 △101,974

投資その他の資産合計 205,645 245,557

固定資産合計 501,421 566,355

資産合計 6,844,325 8,700,227
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年６月30日)

当中間連結会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 110,883 163,220

短期借入金 － 83,059

未払金及び未払費用 231,820 347,133

前受金 370,087 599,159

前受収益 486,508 538,976

未払法人税等 54,998 98,681

訴訟損失引当金 － 10,000

その他 48,293 ※2
 59,836

流動負債合計 1,302,592 1,900,067

固定負債

リース債務 898 703

長期未払金 19,472 27,471

固定負債合計 20,370 28,175

負債合計 1,322,963 1,928,242

純資産の部

株主資本

資本金 2,583,514 2,583,514

資本剰余金 14,176 14,176

利益剰余金 3,058,687 3,690,685

株主資本合計 5,656,378 6,288,375

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 △223,925 396,105

その他の包括利益累計額合計 △223,925 396,105

新株予約権 82,316 81,652

少数株主持分 6,593 5,850

純資産合計 5,521,361 6,771,984

負債純資産合計 6,844,325 8,700,227

EDINET提出書類

株式会社セラーテムテクノロジー(E05250)

半期報告書

17/52



②【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】
【中間連結損益計算書】

(単位：千円)

当中間連結会計期間
(自 平成24年７月１日
　至 平成24年12月31日)

売上高 3,958,220

売上原価 2,076,670

売上総利益 1,881,549

販売費及び一般管理費 ※1
 1,209,090

営業利益 672,458

営業外収益

受取利息 10,470

為替差益 33,197

補助金収入 9,042

その他 3,584

営業外収益合計 56,294

経常利益 728,753

特別利益

事業譲渡益 20,000

新株予約権戻入益 664

特別利益合計 20,664

特別損失

訴訟損失引当金繰入額 10,000

特別損失合計 10,000

税金等調整前中間純利益 739,417

法人税、住民税及び事業税 108,798

法人税等合計 108,798

少数株主損益調整前中間純利益 630,619

少数株主損失（△） △1,378

中間純利益 631,997
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　　　【中間連結包括利益計算書】
(単位：千円)

当中間連結会計期間
(自 平成24年７月１日
　至 平成24年12月31日)

少数株主損益調整前中間純利益 630,619

その他の包括利益

為替換算調整勘定 620,031

その他の包括利益合計 620,031

中間包括利益 1,250,651

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 1,252,029

少数株主に係る中間包括利益 △1,378
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③【中間連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

当中間連結会計期間
(自 平成24年７月１日
　至 平成24年12月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 2,583,514

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 2,583,514

資本剰余金

当期首残高 14,176

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 14,176

利益剰余金

当期首残高 3,058,687

当中間期変動額

中間純利益 631,997

当中間期変動額合計 631,997

当中間期末残高 3,690,685

株主資本合計

当期首残高 5,656,378

当中間期変動額

中間純利益 631,997

当中間期変動額合計 631,997

当中間期末残高 6,288,375

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定

当期首残高 △223,925

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

620,031

当中間期変動額合計 620,031

当中間期末残高 396,105

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △223,925

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

620,031

当中間期変動額合計 620,031

当中間期末残高 396,105
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(単位：千円)

当中間連結会計期間
(自 平成24年７月１日
　至 平成24年12月31日)

新株予約権

当期首残高 82,316

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△664

当中間期変動額合計 △664

当中間期末残高 81,652

少数株主持分

当期首残高 6,593

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△742

当中間期変動額合計 △742

当中間期末残高 5,850

純資産合計

当期首残高 5,521,361

当中間期変動額

中間純利益 631,997

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

618,625

当中間期変動額合計 1,250,622

当中間期末残高 6,771,984
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

当中間連結会計期間
(自 平成24年７月１日
　至 平成24年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 739,417

減価償却費 39,302

新株予約権戻入益 △664

為替差損益（△は益） △167

事業譲渡損益（△は益） △20,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） 461

訴訟損失引当金の増減額（△は減少） 10,000

受取利息 △10,470

売上債権の増減額（△は増加） △396,364

たな卸資産の増減額（△は増加） 726,248

仕入債務の増減額（△は減少） △1,909

前渡金の増減額（△は増加） 54,838

前受金の増減額（△は減少） 169,824

未払金の増減額（△は減少） 82,688

その他 31,624

小計 1,424,829

利息の受取額 16,194

法人税等の支払額 △69,763

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,371,260

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △24,817

無形固定資産の取得による支出 △7,911

投資活動によるキャッシュ・フロー △32,729

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 75,834

リース債務の返済による支出 △41

財務活動によるキャッシュ・フロー 75,792

現金及び現金同等物に係る換算差額 362,840

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,777,163

現金及び現金同等物の期首残高 2,356,940

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1
 4,134,104
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【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　　　　７社

主要な連結子会社の名称

Celartem,Inc.

Celartem Europe Ltd.

北京誠信能環科技有限公司

科信能環（北京）技術発展有限公司

 

２．連結子会社の中間決算日等に関する事項

連結子会社のうち、北京誠信能環科技有限公司等５社の中間決算日は６月30日であります。中間連結財務諸表の作成にあ

たって、これらの会社については、中間連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。

 

３．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

（時価のないもの）

…移動平均法による原価法

②たな卸資産

…移動平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産(リース資産を除く。)

当社は定率法を採用しております。在外子会社は主として定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物…………５～18年

工具、器具及び備品……４～15年

②無形固定資産(リース資産を除く。)

ソフトウエア

（市場販売目的のソフトウエア）

販売見込期間(３年)における見込販売数量に基づく償却額と販売可能な残存期間に基づく均等配分額を比較し、いずれ

か大きい金額を計上しております。

（自社利用のソフトウエア）

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。

その他の無形固定資産

定額法を採用しております。

③リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見積額を計上しております。

②訴訟損失引当金

係属中の刑事裁判に対する損失に備えるため、将来発生する可能性のある損失を見積り、必要と認められる金額を計上し

ております。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。な

お、在外子会社の資産及び負債は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場によ

り円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めて計上しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当中間連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率

の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

(6) 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金、取得日より３ヶ月以内に満期日が到来する定期性預金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資であります。

(7) その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 

 

【会計方針の変更】

該当事項はありません。

 

 

【表示方法の変更】

該当事項はありません。

 

 

【会計上の見積りの変更】

該当事項はありません。
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【注記事項】

(中間連結貸借対照表関係)

※１　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年６月30日）
当中間連結会計期間
（平成24年12月31日）

製品 23,375千円 13,246千円

仕掛品 1,288,303 665,405

原材料 59,908 57,058

 

※２　消費税等の取扱い

仮払消費税等と仮受消費税等は相殺せず、それぞれ流動資産の「その他」及び、流動負債の「その他」に含めて表示して

おります。

 

(中間連結損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
当中間連結会計期間

(自  平成24年７月１日
至  平成24年12月31日)

役員報酬 32,829千円

給与手当  404,634

旅費交通費 44,763

支払報酬  78,646

研究開発費  164,014

 

(中間連結株主資本等変動計算書関係)

当中間連結会計期間(自　平成24年７月１日  至  平成24年12月31日)

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 1,251,640 ― ― 1,251,640

 
 

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) ― ― ― ―

 
 

３．新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当中間連結
会計期間
末残高
(千円)

当連結会計
年度期首

増加 減少
当中間連結
会計期間末

提出会社
（親会社）

ストックオプショ
ンとしての新株予
約権

― ― ― ― ― 81,652

合計 ― ― ― ― 81,652

 

４．配当に関する事項

該当事項はありません。
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりでありま

す。

 
当中間連結会計期間

(自  平成24年７月１日
至  平成24年12月31日)

現金及び預金 4,134,104千円

現金及び現金同等物 4,134,104千円

 

 

(リース取引関係)

１．ファイナンス・リース取引

(借主側)

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①  リース資産の内容

ヘッド・クオーター部門における複合機（工具、器具及び備品）であります。

②  リース資産の減価償却の方法

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「３．会計処理基準に関する事項 （2）重要な減価償却資

産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

２．オペレーティング・リース取引

(借主側)

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 
前連結会計年度
(平成24年６月30日)

当中間連結会計期間
(平成24年12月31日)

１年以内 35,146千円 41,020千円

１年超 72,841 〃 92,120 〃

合計 107,987千円 133,141千円
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(金融商品関係)

金融商品の時価等に関する事項

中間連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な

お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

前連結会計年度（平成24年６月30日）

 
連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 2,356,940 2,356,940 －

(2）受取手形及び売掛金 2,051,824 　 　

貸倒引当金(*1) △27,581 　 　

　 2,024,242 2,024,242 －

(3）長期貸付金 94,038 　 　

貸倒引当金(*1) △94,038 　 　

　 － － －

資産計 4,381,183 4,381,183 －

(1）支払手形及び買掛金 110,883 110,883 －

(2）未払法人税等 54,998 54,998 －

(3）リース債務（固定負債） 898 898 －

負債計 166,781 166,781 －

(*1)受取手形及び売掛金及び長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
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当中間連結会計期間（平成24年12月31日）

 
中間連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 4,134,104 4,134,104 －

(2）受取手形及び売掛金 2,720,494   

貸倒引当金(*1) △31,256   

　 2,689,238 2,689,238 －

(3）長期貸付金 101,974   

貸倒引当金(*1) △101,974   

　 － － －

資産計 6,823,343 6,823,343 －

(1）支払手形及び買掛金 163,220 163,220 －

(2）未払法人税等 98,681 98,681  

(3）リース債務（固定負債） 703 703 －

(4）短期借入金 83,059 83,059 －

負債計 345,664 345,664 －

(*1)受取手形及び売掛金及び長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

　

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

(3）長期貸付金

　回収見込額等を見積もり、貸倒引当金を計上しており、時価は貸借対照表価額から貸倒見積高を控除した金額と近

似していることから、当該帳簿価額によっております。

負　債

(1）支払手形及び買掛金、(2）未払法人税等、(4) 短期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

(3）リース債務（固定負債）

時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入又はリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価

値により算定しております。　

+

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 （単位：千円）

 

区分
前連結会計年度

（平成24年６月30日）
当中間連結会計期間
（平成24年12月31日）

非上場株式　(注)１ 1,826 21,993

差入保証金　(注)２ 90,283 99,924

(注)１．非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「金融商品の時価等

に関する事項」の表には含めておりません。

２．差入保証金については、市場価格がなくかつ将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが

極めて困難と認められることから、「金融商品の時価等に関する事項」の表には含めておりません。
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(有価証券関係)

１．満期保有目的の債券

該当事項はありません。

 

２．その他有価証券

前連結会計年度（平成24年６月30日）

その他有価証券は、非上場株式（連結貸借対照表計上額1,826千円）のみであり、市場価格がなく、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められることから、記載をしておりません。

　
当中間連結会計期間（平成24年12月31日）

その他有価証券は、非上場株式（中間連結貸借対照表計上額1,993千円）および無担保転換社債型新株予約権付社債

（中間連結貸借対照表計上額20,000千円）であり、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ことから、記載をしておりません。

 

 

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

 

 

(ストック・オプション等関係) 

当該中間連結会計期間における権利不行使による失効に伴う利益として計上した金額

 
当中間連結会計期間

(自  平成24年７月１日
至  平成24年12月31日)

特別利益の新株予約権戻入益 664千円

 

 

(資産除去債務関係)

当社グループは、オフィスの不動産賃借契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を有しておりますが、当該債務

に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来本社ならびに子会社ともにオフィスを移転する予定もないことから、

資産除去債務を合理的に見積ることができないため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配分

の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、日本にヘッド・クオーター部門を置き、国内及び海外の包括的な戦略を立案し、日本本社の他、米国、英国、中

国に重要な現地法人を置いて事業活動を展開しております。日本国内においては当社セラーテムテクノロジーの事業部

門が、米国、カナダといった北米地域においてはセラーテム・インクが、英国、フランス、ドイツといった欧州地域におい

てはセラーテム・ヨーロッパが、中国においては北京誠信、科信能環などの中国子会社が、それぞれ独立した経営単位と

して各地域における事業活動を展開しております。

そのため、当社は「日本」、「北米」、「欧州」及び「中国」という４つの地域を基礎とした報告セグメントを有し、

グローバル戦略に関する重要な意思決定を行っております。

各報告セグメントが提供する製品及びサービスの種類については、「日本」「北米」「欧州」がITソフトウェア関

連、「中国」が省エネ環境関連ならびにITソフトウェア関連、となっております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間内部売上高は、第三者間取引価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

当中間連結会計期間(自  平成24年７月１日  至  平成24年12月31日) 

   (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額(注)
中間連結財務
諸表計上額

日本 北米 欧州 中国 計

売上高        

  外部顧客への売上高 13,531809,404 － 3,135,2843,958,220 － 3,958,220

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

－ － 53,126 － 53,126△53,126 －

計 13,531809,40453,1263,135,2844,011,347△53,1263,958,220

セグメント利益又は損失
（△）

1,419149,309△5,106595,585741,208△68,749672,458

セグメント資産 1,8061,593,77447,1896,873,6788,516,449183,7778,700,227

セグメント負債 212 704,450 － 1,591,0242,295,687△367,4441,928,242

その他の項目        

  減価償却費 － 6,167 － 31,878 38,045 1,257 39,302

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

－ 23,704 － 9,024 32,729 － 32,729

(注)１．調整額は、以下の通りであります。

(1) セグメント利益の調整額△68,749千円は、ヘッド・クオーター部門および各報告セグメント間の取引消去33,961千円、

各報告セグメントに配分していない全社費用△102,711千円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

ヘッド・クオーター部門に係る費用であります。

(2) セグメント資産の調整額183,777千円は、ヘッド・クオーター部門および各報告セグメント間の相殺消去△3,236,378千

円、各報告セグメントに配分していない全社資産3,420,155千円であります。

(3) セグメント負債の調整額△367,444千円は、ヘッド・クオーター部門および各報告セグメント間の相殺消去△386,493千

円、各報告セグメントに配分していない全社負債19,048千円であります。

(4) 減価償却費の調整額1,257千円は、ヘッド・クオーター部門に係るものであります。

２．セグメントの利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

当中間連結会計期間(自  平成24年７月１日  至  平成24年12月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

   (単位：千円)

 ITソフトウェア関連 省エネ環境関連 合計

外部顧客への売上高 1,455,522 2,502,698 3,958,220

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

     (単位：千円)

日本 北米 欧州 アジア その他 合計

17,680 584,728 194,6103,137,863 23,337 3,958,220

(注)売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域は、地理的近接度により区分しております。なお、本邦以外の区分に

属する地域の内訳は次のとおりであります。

北米………米国、カナダ

欧州………フランス、イギリス他

アジア……中国他

その他……オーストラリア他

 

(2) 有形固定資産

   (単位：千円)

日本 北米 中国 合計

6,387 35,083 187,429 228,900

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、中間連結損益計算書の売上高の10%以上を占める相手先がないため、記載はありません。

 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当中間連結会計期間(自  平成24年７月１日  至  平成24年12月31日)

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当中間連結会計期間(自  平成24年７月１日  至  平成24年12月31日)

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当中間連結会計期間(自  平成24年７月１日  至  平成24年12月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度
(平成24年６月30日)

当中間連結会計期間
(平成24年12月31日)

(1) １株当たり純資産額 4,340.27円 5,340.58円

   (算定上の基礎)   

    純資産の部の合計額(千円) 5,521,361 6,771,984

    純資産の部の合計額から控除する金額(千円) 88,909 87,502

    (うち、新株予約権(千円)) （82,316） （81,652）

    (うち、少数株主持分(千円)) （6,593） （5,850）

    普通株式に係る中間期末(期末)の純資産額(千円) 5,432,452 6,684,481

    普通株式の発行済株式数(株) 1,251,640 1,251,640

    普通株式の自己株式数(株) － －

    １株当たり純資産額の算定に用いられた
    中間期末(期末)の普通株式の数(株)

1,251,640 1,251,640

 

項目
当中間連結会計期間

(自  平成24年７月１日
至  平成24年12月31日)

(2) １株当たり中間純利益金額 504.94円

   (算定上の基礎)  

    中間純利益金額(千円) 631,997

    普通株主に帰属しない金額(千円) －

    普通株式に係る中間純利益金額(千円) 631,997

    普通株式の期中平均株式数(株) 1,251,640

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要
 

中国子会社従業員向けス
トック・オプション①（新
株予約権の数3,000個）及
び中国子会社従業員向けス
トック・オプション②（新
株予約権の数6,000個）。新
株予約権の概要は「新株予
約権等の状況」に記載のと
おりであります。

(注)  潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、新株予約権の残高がありますが、

当社株式は平成24年７月20日に上場廃止になっており、期中平均株価が把握できないため

記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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(2) 【その他】

当社は前年同期においては四半期報告書を提出しており、前中間連結会計期間(平成23年７月１日から平成23年12

月31日まで)の中間連結財務諸表は作成していないため、以下に参考情報として前第２四半期連結会計期間末(平成

23年12月31日)の四半期連結貸借対照表、前第２四半期連結累計期間(平成23年７月１日から平成23年12月31日まで)

の四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書を記載しておりま

す。

 

１　四半期連結財務諸表

(1)四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

  
前第２四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部   

　流動資産   

　　現金及び預金  2,269,392

　　受取手形及び売掛金  2,015,556

　　有価証券  10,046

　　たな卸資産  ※1　1,472,222

　　前渡金  337,840

　　前払費用  16,652

　　その他  108,646

　　貸倒引当金  △1,398

　　流動資産合計  6,228,958

　固定資産   

　　有形固定資産   

　　　建物及び構築物（純額）  98,802

　　　工具、器具及び備品（純額）  118,277

　　有形固定資産合計  217,079

　無形固定資産   

　　　特許権  14,505

　　　ソフトウエア  62,739

　　　その他  506

　　　無形固定資産合計  77,751

　投資その他の資産   

　　　投資有価証券  15,546

　　　長期貸付金  92,165

　　　長期前払費用  1,214

　　　差入保証金  89,267

　　　供託金  9,319

　　　貸倒引当金  △92,165

　　　投資その他の資産合計  115,347

　固定資産合計  410,178

　資産合計  6,639,137
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(単位：千円)

  
前第２四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

負債の部   

　流動負債   

　　支払手形及び買掛金  171,057

　　未払金及び未払費用  307,601

　　未払法人税等  79,229

　　前受金  579,690

　　前受収益  475,537

　　返品調整引当金  385

　　その他  24,351

　　流動負債合計  1,637,853

　固定負債   

　　リース債務  1,087

　　長期未払金  21,083

　　固定負債合計  22,171

　負債合計  1,660,024

純資産の部   

　株主資本   

　　資本金  2,582,768

　　資本剰余金  13,429

　　利益剰余金  2,563,933

　　株主資本合計  5,160,131

　その他の包括利益累計額   

　　為替換算調整勘定  △269,788

　　その他の包括利益累計額合計  △269,788

新株予約権  81,294

　少数株主持分  7,475

　純資産合計  4,979,112

　負債純資産合計  6,639,137
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(2)四半期連結損益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：千円)

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年７月１日
至　平成23年12月31日)

売上高 3,833,583

売上原価 1,917,650

売上総利益 1,915,933

販売費及び一般管理費 ※1　 1,183,394

営業利益 732,538

営業外収益  

受取利息及び配当金 19,859

有価証券売却益 146

その他 5,969

営業外収益合計 25,975

営業外費用  

有価証券評価損 269

為替差損 10,792

その他 57

　営業外費用合計 11,118

経常利益 747,395

特別利益  

投資有価証券売却益 6,228

新株予約権戻入益 230

特別利益合計 6,459

税金等調整前四半期純利益 753,854

法人税、住民税及び事業税 98,296

法人税等合計 98,296

少数株主持分損益調整前四半期純利益 655,558

少数株主利益 388

四半期純利益 655,169

 

四半期連結包括利益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：千円)

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年７月１日
至　平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 655,558

その他の包括利益  

　為替換算調整勘定 △49,830

　その他の包括利益合計 △49,830

四半期包括利益 605,727

（内訳）  

　親会社株主に係る四半期包括利益 605,339

　少数株主に係る四半期包括利益 388
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(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年７月１日
至　平成23年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

　税金等調整前四半期純利益 753,854

　減価償却費 38,007

　新株予約権戻入益 △230

　有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △6,374

　為替差損益（△は益） 4,495

　貸倒引当金の増減額（△は減少） △20

　返品調整引当金の増減額（△は減少） △211

　受取利息及び受取配当金 △19,859

　売上債権の増減額（△は増加） △758,569

　たな卸資産の増減額（△は増加） △162,178

　仕入債務の増減額（△は減少） △9,211

　前受金の増減額（△は減少） 2,609

　前渡金の増減額（△は増加） 25,116

　未払金の増減額（△は減少） 116,798

　その他 35,388

　小計 19,615

　利息及び配当金の受取額 13,631

　法人税等の支払額 △80,969

　営業活動によるキャッシュ・フロー △47,722

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △16,727

　無形固定資産の取得による支出 △6,774

　有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △10,315

　有価証券及び投資有価証券の売却による収入 16,600

　投資活動によるキャッシュ・フロー △17,216

財務活動によるキャッシュ・フロー  

　リース債務の返済による支出 △54

　株式の発行による収入 7,816

　配当金の支払額 △246,452

　財務活動によるキャッシュ・フロー △238,689

現金及び現金同等物に係る換算差額 △48,839

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △352,467

現金及び現金同等物の期首残高 2,621,859

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1　2,269,392
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四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理

　　　前第２四半期連結累計期間（自　平成23年７月１日　至　平成23年12月31日）

　　　　　該当事項はありません。

 

追加情報

前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年７月１日
　　至  平成23年12月31日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

  第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号  平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日）を適用しております。

（中国企業である北京誠信能環科技有限公司の子会社化について）

  当社は、平成21年11月13日、WEALTH CHIME INDUSTRIAL LIMITEDに第三者割当増資を行うと同時に、True Honour Group

Ltd.から、China CEE(Holding)Co.,LTDの全株式を買収することで、中国企業である北京誠信能環科技有限公司を子会社

化いたしました。しかし、WEALTH CHIME INDUSTRIAL LIMITEDとTrue Honour Group Ltd. は実質的に一体であり、本件の

増資と買収は実質的には株式交換であることが、平成24年5月10日になって明らかになっており、本件中国企業の子会社

化において、当社の過去の手続きに誤りがあったといえます。また、本件の子会社化は、企業結合会計における逆取得で

あることが判明したため、当社は、第15期第２四半期（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）から第17期第２四半

期（自平成23年10月１日　至　平成23年12月31日）の決算を遡って訂正しております。
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注記事項

(四半期連結貸借対照表関係)

前第２四半期連結会計期間
（平成23年12月31日）

※１　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

製品 9,808千円

仕掛品 1,410,450千円

原材料 51,962千円

 

(四半期連結損益計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年７月１日
至  平成23年12月31日)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりでありま
す。

給与手当 379,336千円

研究開発費 157,364千円

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年７月１日
至  平成23年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,269,392千円

現金及び現金同等物 2,269,392千円

 

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間（自　平成23年７月１日　至　平成23年12月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年８月５日
取締役会

普通株式 249百万円 200円平成23年６月30日平成23年９月15日利益剰余金
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（セグメント情報等）

セグメント情報

前第２四半期連結累計期間(自  平成23年７月１日  至  平成23年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額日本 北米 欧州 中国 計

売上高        

  外部顧客への売上高 24,928820,052 － 2,988,6033,833,583 － 3,833,583

  セグメント間の取引高 － － 54,821 － 54,821△54,821 －

計 24,928820,05254,8212,988,6033,888,405△54,8213,833,583

セグメント利益 3,188164,8661,873598,298768,226△35,687732,538

（注）１. セグメント利益の調整額△35,687千円は、セグメント間取引消去71,562千円、各報告セグメントに配分していない

全社費用△107,250千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しないヘッド・クオーター部

門に係る費用であります。

　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。

 

（金融商品関係）

　金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は前連結会計年度末に比べて著しい変動がありません。

 

（有価証券関係）

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は前連結会計年度末に比べて著しい変動がありません。

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。 　

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下の

とおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年７月１日
至  平成23年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 524円49銭

   (算定上の基礎)  

    四半期純利益金額(千円) 655,169

    普通株主に帰属しない金額（千円） －

    普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 655,169

    普通株式の期中平均株式数(株) 1,249,157

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 513円60銭

   (算定上の基礎)  

    四半期純利益調整額(千円) －

    普通株式増加数(株) 26,482

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

__________

 

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】
(1)【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成24年６月30日)

当中間会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 190,583 183,483

売掛金 3,844 1,806

貯蔵品 23 29

前払費用 1,302 764

未収収益 113,016 36,796

未収入金 124,600 139,100

その他 3,258 ※1
 3,371

流動資産合計 436,628 365,352

固定資産

有形固定資産

建物 4,362 4,362

減価償却累計額 △1,280 △1,464

建物（純額） 3,082 2,897

工具、器具及び備品 18,050 17,246

減価償却累計額 △15,128 △14,706

工具、器具及び備品（純額） 2,921 2,540

リース資産 1,779 1,779

減価償却累計額 △652 △830

リース資産（純額） 1,127 949

有形固定資産合計 7,131 6,387

無形固定資産

特許権 60 46

ソフトウエア 208 104

その他 506 506

無形固定資産合計 776 657

投資その他の資産

投資有価証券 1,826 21,993

関係会社株式 2,837,284 2,837,284

関係会社長期貸付金 167,344 182,683

長期前払費用 998 554

差入保証金 7,048 7,048

投資その他の資産合計 3,014,502 3,049,565

固定資産合計 3,022,410 3,056,609

資産合計 3,459,039 3,421,962
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(単位：千円)

前事業年度
(平成24年６月30日)

当中間会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 1,429 212

リース債務 371 384

未払金 11,695 495

未払費用 4,738 1,100

未払法人税等 3,095 2,149

預り金 3,078 1,495

訴訟損失引当金 － 10,000

その他 2,262 ※1
 2,719

流動負債合計 26,669 18,558

固定負債

リース債務 898 703

固定負債合計 898 703

負債合計 27,568 19,261

純資産の部

株主資本

資本金 2,583,514 2,583,514

資本剰余金

資本準備金 14,176 14,176

その他資本剰余金 460,761 460,761

資本剰余金合計 474,938 474,938

利益剰余金

利益準備金 24,953 24,953

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 265,748 237,643

利益剰余金合計 290,701 262,596

株主資本合計 3,349,153 3,321,048

新株予約権 82,316 81,652

純資産合計 3,431,470 3,402,700

負債純資産合計 3,459,039 3,421,962
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②【中間損益計算書】
(単位：千円)

当中間会計期間
(自 平成24年７月１日
　至 平成24年12月31日)

売上高

商品売上高 13,531

経営指導料 34,192

売上高合計 47,724

売上原価 4,257

売上総利益 43,467

販売費及び一般管理費

役員報酬 21,839

給料 20,295

福利厚生費 3,820

地代家賃 4,370

旅費及び交通費 2,294

支払手数料 50,385

販売費 290

IR株主総会費用 2,037

減価償却費 ※1
 812

長期前払費用償却 444

その他 3,974

販売費及び一般管理費合計 110,566

営業損失（△） △67,098

営業外収益

受取利息 2

為替差益 31,627

その他 642

営業外収益合計 32,272

経常損失（△） △34,826

特別利益

事業譲渡益 20,000

新株予約権戻入益 664

特別利益合計 20,664

特別損失

訴訟損失引当金繰入額 10,000

特別損失合計 10,000

税引前中間純損失（△） △24,161

法人税、住民税及び事業税 3,943

法人税等合計 3,943

中間純損失（△） △28,105
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③【中間株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

当中間会計期間
(自 平成24年７月１日
　至 平成24年12月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 2,583,514

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 2,583,514

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 14,176

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 14,176

その他資本剰余金

当期首残高 460,761

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 460,761

資本剰余金合計

当期首残高 474,938

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 474,938

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 24,953

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 24,953

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 265,748

当中間期変動額

中間純損失（△） △28,105

当中間期変動額合計 △28,105

当中間期末残高 237,643

利益剰余金合計

当期首残高 290,701

当中間期変動額

中間純損失（△） △28,105

当中間期変動額合計 △28,105

当中間期末残高 262,596
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(単位：千円)

当中間会計期間
(自 平成24年７月１日
　至 平成24年12月31日)

株主資本合計

当期首残高 3,349,153

当中間期変動額

中間純損失（△） △28,105

当中間期変動額合計 △28,105

当中間期末残高 3,321,048

新株予約権

当期首残高 82,316

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△664

当中間期変動額合計 △664

当中間期末残高 81,652

純資産合計

当期首残高 3,431,470

当中間期変動額

中間純損失（△） △28,105

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△664

当中間期変動額合計 △28,769

当中間期末残高 3,402,700
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【重要な会計方針】

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

①子会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

②その他有価証券

時価のないもの

…移動平均法による原価法

(2) たな卸資産

貯蔵品

移動平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

当社は定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は建物５～18年、工具、器具及び備品４～15年であります。

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

ソフトウエア

（自社利用のソフトウエア）

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。

その他の無形固定資産

定額法を採用しております。

(3) リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見積額を計上しております。

(2) 訴訟損失引当金

係属中の刑事裁判に対する損失に備えるため、将来発生する可能性のある損失を見積り、必要と認められる金額を計上し

ております。

 

４．重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間会計期間末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

 

５．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理について

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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【表示方法の変更】

前事業年度において区分掲記しておりました「未払配当金」(当中間会計期間2,026千円)は明瞭性を高めるため、流動負債

の「その他」に含めて表示することといたしました。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組み替

えを行っております。この結果、前事業年度において「未払配当金」に表示していた2,262千円は「その他」2,262千円として

組み替えております。

 

 

【注記事項】

(中間貸借対照表関係)

※１　消費税等の取扱い

仮払消費税等と仮受消費税等は相殺せず、それぞれ流動資産の「その他」及び、流動負債の「その他」に含めて表示し

ております。

 

(中間損益計算書関係)

※１　減価償却実施額

 
当中間会計期間

(自  平成24年７月１日
至  平成24年12月31日)

有形固定資産 693千円

無形固定資産 119

 

(中間株主資本等変動計算書関係)

当中間会計期間(自　平成24年７月１日  至  平成24年12月31日)

自己株式に関する事項

当中間会計期間末までに取得または保有している自己株式はありません。

 

(リース取引関係)

ファイナンス・リース取引

(借主側)

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①  リース資産の内容

ヘッド・クオーター部門における複合機（工具、器具及び備品）であります。

②  リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「２．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

(有価証券関係)

子会社株式(当中間会計期間末の中間貸借対照表計上額 2,837,284千円、前事業年度の貸借対照表計上額2,837,284千円）

は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

(資産除去債務関係)

当社は、オフィスの不動産賃借契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を有しておりますが、当該債務に関連する

賃借資産の使用期間が明確でなく、将来本社オフィスを移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積ること

ができないため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。
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(１株当たり情報)

１株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(平成24年６月30日)
当中間会計期間
(平成24年12月31日)

(1) １株当たり純資産額 2,675.81円 2,653.36円

   (算定上の基礎)   

    純資産の部の合計額(千円) 3,431,470 3,402,700

    純資産の部の合計額から控除する金額(千円) 82,316 81,652

    (うち、新株予約権(千円)) （82,316） （81,652）

    普通株式に係る中間期末(期末)の純資産額(千円) 3,349,153 3,321,048

    普通株式の発行済株式数(株) 1,251,640 1,251,640

    普通株式の自己株式数(株) － －

    １株当たり純資産額の算定に用いられた
    中間期末(期末)の普通株式の数(株)

1,251,640 1,251,640

 

項目
当中間会計期間

(自  平成24年７月１日
至  平成24年12月31日)

(2) １株当たり中間純損失(△)金額 △22.45円

   (算定上の基礎)  

    中間純損失(△)金額(千円) △28,105

    普通株主に帰属しない金額(千円) －

    普通株式に係る中間純損失(△)金額(千円) △28,105

    普通株式の期中平均株式数(株) 1,251,640

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要
 

中国子会社従業員向けス
トック・オプション①（新
株予約権の数3,000個）及
び中国子会社従業員向けス
トック・オプション②（新
株予約権の数6,000個）。新
株予約権の概要は「新株予
約権等の状況」に記載のと
おりであります。

(注)  潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、新株予約権の残高がありますが、

当社株式は平成24年７月20日に上場廃止になっており、期中平均株価が把握できないため

記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度  第17期(自  平成23年７月１日  至  平成24年６月30日)平成24年９月26日　関東財務局長に提出。

(2) 臨時報告書

①企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に基づく臨

時報告書

平成24年９月26日　関東財務局長に提出。

②企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の４（監査証明を行う監査公認会計士等の異動）の規定に基づ

く臨時報告書

平成24年９月26日　関東財務局長に提出。

 

 

 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書
 

平成25年２月28日
株式会社セラーテムテクノロジー
取締役会  御中

清翔監査法人

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士    倉岡　隆典　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士    近　暁  　　  印

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社セラーテムテクノロジーの平成24年７月１日から平成25年６月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成24年７月
１日から平成24年12月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利
益計算書、中間連結株主資本等変動計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書、中間連結財務諸表作成のための基本となる重要
な事項及びその他の注記について中間監査を行った。
 
中間連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して中間連結財務諸表を作

成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し有用な
情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査
の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう
ような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査
を実施することを求めている。
中間監査においては、中間連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の一部

を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間連結財務諸表の重要
な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用され
る。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間連結財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検
討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中
間連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
中間監査意見
当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社セラーテムテクノロジー及び連結子会社の平成24年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連
結会計期間(平成24年７月１日から平成24年12月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表
示しているものと認める。
 
その他の事項
会社の平成24年６月30日をもって終了した前連結会計年度の連結財務諸表は、前任監査人によって監査されている。前任監査
人は、当該連結財務諸表に対して平成24年９月26日付けで無限定適正意見を表明している。
 
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
 
※１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別

途保管しております。
２．中間連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の中間監査報告書
 

平成25年２月28日
株式会社セラーテムテクノロジー
取締役会  御中

清翔監査法人

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士    倉岡　隆典　　印

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士    近　暁  　　  印

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社セラーテムテクノロジーの平成24年７月１日から平成25年６月30日までの第18期事業年度の中間会計期間(平成24年７月１
日から平成24年12月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重
要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。
 
中間財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成し有用

な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基
準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な
虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施するこ
とを求めている。
中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の一部を省

略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表
示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間
監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、
中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の
表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
中間監査意見
当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式

会社セラーテムテクノロジーの平成24年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成24年７月１日か
ら平成24年12月31日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。
 
その他の事項
会社の平成24年６月30日をもって終了した前事業年度の財務諸表は、前任監査人によって監査されている。前任監査人は、当該
財務諸表に対して平成24年９月26日付けで無限定適正意見を表明している。
 
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 ※１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別

途保管しております。

２．中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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